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	【証明願要件確認】

（１）証明内容に記載した建物・土地はすべて社会福祉事業の用に供するものである

こと。

（２）社会福祉事業の用に供する以外の建物・土地が証明内容に混入していないこと。

（３）「所在」の欄・・・登記簿謄本及び位置図で確認記入のこと。

（４）「地番又は家屋番号」の欄・・・登記簿謄本で確認記入のこと。

（５）「地目又は建物の種類・構造」の欄・・・登記簿謄本及び図面等で確認記入の

こと。

（６）「地積又は床面積」・・・登記簿謄本及び図面等で確認記入のこと。

（７）「具体的用途」・・・登記簿謄本、理事会議事録、用途説明書及び補助金交付

決定書等で確認記入のこと。
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	【添付書類確認】

①　基本財産編入および定款変更誓約書

②　法人登記簿謄本

③　理事会議事録（取得に関わる事項が審議されたもの）

④　評議員会議事録　（　　　　〃　　　　　　　　　　　）

⑤　不動産登記簿謄本（該当分）

⑥　不動産売買契約書

⑦　領収書

⑧　事業計画書（取得した不動産の用途の記載）

⑨　図面（位置図、丈量図、建物新築に関わる図面）

◎　添付書類がコピーの場合は「原本証明書」

◎　書類が揃わない場合は「提出確約書」

※　証明願は２部必要。（添付書類は１部）


【登録免許税法】

第四条　

２　別表第三の第一欄に掲げる者が自己のために受けるそれぞれ同表の第三欄に掲げる登記等(同表の第四欄に財務省令で定める書類の添附があるものに限る旨の規定がある登記等にあつては、当該書類を添附して受けるものに限る。)については、登録免許税を課さない。

別表第三　非課税の登記等の表(第四条、第三十三条関係)

	名称
	根拠法
	非課税の登記等
	備考

	十　社会福祉法人
	社会福祉法(昭和二十六年法律第四十五号)
	一　社会福祉法第二条第一項(定義)に規定する社会福祉事業の用に供する建物の所有権の取得登記又は当該事業の用に供する土地の権利の取得登記
	第三欄の第一号又は第二号の登記に該当するものであることを証する財務省令で定める書類の添付があるものに限る。


【登録免許税法施行規則】

第三条　法別表第三の十の項の第四欄に規定する財務省令で定める書類は、次の各号に掲げる登記の区分に応じ当該各号に定める書類とする。

一　法別表第三の十の項の第三欄の第一号に掲げる登記　次に掲げる登記の区分に応じそれぞれ次に定める書類

イ　法別表第三の十の項の第三欄の第一号の社会福祉事業(社会福祉法(昭和二十六年法律第四十五号)第二条第二項第二号(定義)に規定する事業(同号に規定する母子生活支援施設を経営する事業を除く。)、同条第三項第二号に規定する事業(同号に規定する児童自立生活援助事業及び児童厚生施設又は児童家庭支援センターを経営する事業に限る。)、同項第四号の二に規定する事業(同号に規定する相談支援事業のうち児童福祉法(昭和二十二年法律第百六十四号)第四条第二項(定義)に規定する障害児に係るものに限る。)及び社会福祉法第二条第三項第七号に規定する事業を除く。以下この号イにおいて同じ。)の用に供する不動産に係る登記　次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に定める書類

(１)　社会福祉事業の用に供する不動産が地方自治法第二百五十二条の十九第一項(指定都市の権能)に規定する指定都市(以下この号において「指定都市」という。)及び同法第二百五十二条の二十二第一項(中核市の権能)に規定する中核市((3)において「中核市」という。)の区域外に所在する場合　その登記に係る不動産が法別表第三の十の項の第三欄の第一号に規定する不動産に該当する旨を証する当該不動産の所在地を管轄する都道府県知事(地方自治法第二百五十二条の十七の二第一項(条例による事務処理の特例)の規定により社会福祉法第六十二条第一項(施設の設置)の社会福祉施設の設置又は同法第六十七条第一項(施設を必要としない第一種社会福祉事業の開始)若しくは第六十九条第一項(第二種社会福祉事業)の社会福祉事業の開始に係る事務を市町村が処理する場合にあつては、当該市町村の長。ロ(1)において同じ。)の書類

(２)　社会福祉事業の用に供する不動産が指定都市の区域内に所在する場合　その登記に係る不動産が法別表第三の十の項の第三欄の第一号に規定する不動産に該当する旨を証する当該不動産の所在地を管轄する指定都市の長の書類

(３)　社会福祉事業の用に供する不動産が中核市の区域内に所在する場合　その登記に係る不動産が法別表第三の十の項の第三欄の第一号に規定する不動産に該当する旨を証する当該不動産の所在地を管轄する中核市の長の書類

ロ　法別表第三の十の項の第三欄の第一号の社会福祉事業(イに規定する社会福祉事業を除く。以下ロにおいて同じ。)の用に供する不動産に係る登記　次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に定める書類

(１)　社会福祉事業の用に供する不動産が指定都市の区域外に所在する場合　その登記に係る不動産が法別表第三の十の項の第三欄の第一号に規定する不動産に該当する旨を証する当該不動産の所在地を管轄する都道府県知事の書類

(２)　社会福祉事業の用に供する不動産が指定都市の区域内に所在する場合　その登記に係る不動産が法別表第三の十の項の第三欄の第一号に規定する不動産に該当する旨を証する当該不動産の所在地を管轄する指定都市の長の書類
